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株主各位

証券コード 2798
2023年５月９日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 赤 坂 八 丁 目 1 0 番 2 2 号

株式会社ワイズテーブルコーポレーション

代 表 取 締 役 社 長 船 曵  睦 雄

【当社ウェブサイト】

https://www.ystable.co.jp/corporate/ir/meeting.html

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】

https://d.sokai.jp/2798/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第24期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。

さて、当社第24期定時株主総会を開催いたしますので、下記の通りご通知申し上げ

ます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会に関する情報について電子提供措置をとっ

ており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれ

かのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」

に「ワイズテーブルコーポレーション」又は「コード」に当社証券コード「2798」を

入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」に

ある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、お手数ながら議決権行使書用

紙に賛否をご表示いただき、2023年５月24日（水曜日）午後５時までに到着するよう

にご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

1. 日　　時 2023年５月25日（木曜日）午前10時

（受付開始は午前９時15分を予定しております。）

2. 場　　所 東京都港区六本木六丁目10番１号 六本木ヒルズ森タワー49階

アカデミーヒルズ 六本木フォーラム内 タワーホール

末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。

3. 目的事項

報告事項 1. 第24期（2022年３月１日から2023年２月28日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結

果報告の件

2. 第24期（2022年３月１日から2023年２月28日まで）計算書類報告

の件

決議事項

第１号議案 取締役１名選任の件

第２号議案 監査役２名選任の件

以　上

記

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その

旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎当社は、法令及び定款第15条の規定に基づき、電子提供措置事項記載書面に記載すべき事項のう

ち 、 次 に 掲 げ る 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.ystable.co.jp/corporate/ir/）に掲載しておりますので、書面交付請求をされた株

主に交付する書面には記載しておりません。従いまして、電子提供措置事項記載書面に記載の内容

は、監査役が監査報告の作成に際して監査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類、並びに会

計監査人が会計監査報告の作成に際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

①連結計算書類の連結注記表

②計算書類の個別注記表

◎書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示が

ない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い申

し上げます。
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事業の経過及びその成果

事　 業　 報　 告

（2022年３月１日から2023年２月28日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

と一時的な沈静化とが断続的に発生し、消費活動が影響を受けました。為替の変動

や、ウクライナ情勢等に起因した物価上昇等もあり、景気の先行きは依然として不

透明な状況です。

外食産業におきましては、新型コロナウイルス感染症の感染が2022年７月及び

８月に拡大したものの、９月以降徐々に落ち着いてまいりました。2022年10月には

日本への入国制限が概ね解除され、また2023年３月にはマスクの着用が個人の判断

に委ねられるなど、新型コロナウイルス感染症の影響は軽減されつつありますが、

一方で、人手不足や食材費等の高騰は激化しており、厳しい事業環境が続いており

ます。

このような状況の下、当社グループは、収益構造の改善に取り組んでまいりま

した。

当連結会計年度におきましては、前期に引き続き、提供する付加価値を向上さ

せ客単価を引き上げる取り組みを進めました。第２四半期においては新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大の影響で売上高が落ち込んだものの、その後新規感染者数

が減少し、また10月に入国制限が概ね解除されて外国人旅行者の入国が増加したこ

と等により、売上高は徐々に回復してまいりました。なお、前期との比較におきま

しては、前期は多くの期間において緊急事態宣言またはまん延防止等重点措置が発

出されており、営業に対して大きな制限を課された状況であったことから、大幅に

回復しております。

これらの結果、売上高は9,780百万円（前期は8,148百万円）、営業損失は378百

万円（前期は営業損失1,446百万円）となりました。また、営業外収益として助成

金収入388百万円を計上したこと等により、経常利益は147百万円（前期は経常利益

303百万円）となりました。特別損失として減損損失255百万円を計上したこと、法

人税等調整額△42百万円を計上したこと等により、親会社株主に帰属する当期純損

失は72百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純利益314百万円）となりまし

た。
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事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるセグメントの状況は次の通りです。

①XEXグループ

「XEX」をはじめとする高級レストラン事業であるXEXグループにおいては、引

き続き、客単価を引き上げ、収益構造を改善させることに注力してまいりまし

た。上期は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を引き続き受け、特に７

月及び８月には来客数が大きく落ち込みました。しかし９月以降は、感染拡大の

落ち着きに伴う来客数の増加やインバウンド需要の回復により売上高が回復し、

第４四半期の売上高は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前である2020年２

月期第４四半期の実績を上回りました。

この結果、当連結会計年度の同グループの売上高は3,856百万円（前期は2,490

百万円）、営業利益は166百万円（前期は営業損失354百万円）となりました。な

お、店舗数は直営店９店舗となりました。

②カジュアルレストラングループ

カジュアルレストラングループについても、付加価値の向上と客単価の引き上

げに努めてまいりました。イートインの営業につきましては、XEXグループ同

様、上期には来客数が落ち込む時期もありましたが、９月以降は回復に転じ、

2020年２月期の実績に近い水準にまで回復してまいりました。デリバリーにつき

ましては、イートイン営業の回復につれて需要が落ち着き、一方で、コロナ下に

おいて増加した事業者間での競争は依然として厳しく、売上高は2020年２月期を

下回ることとなりました。なお、前期との比較におきましては、営業制限が解除

されたことでイートインの売上が増加し、セグメント全体の売上も増加いたしま

した。

入居していた建物の取り壊しのため、「SALVATORE CUOMO & BAR 札幌」を６月

に閉店いたしました。経営資源の配分の効率化のため、「PIZZA SALVATORE 

CUOMO 三軒茶屋」を10月にFC企業に譲渡し、また、「SALVATORE CUOMO & BAR 熊

本」を７月に、「SALVATORE CUOMO & BAR 新潟」を11月に、「PIZZA SALVATORE 

CUOMO ららぽーとTOKYO-BAY」（以上すべて直営店）及び「PASTA & PIZZA 

Salvatore Cuomo イオンモール広島府中」（FC店）を１月に、それぞれ閉店いた

しました。

この結果、当連結会計年度の同グループの売上高は5,923百万円（前期は5,656

百万円）、営業利益は300百万円（前期は営業損失290百万円）となりました。店

舗数は直営店39店舗、FC店30店舗となりました。

③その他

その他は、人材派遣事業（ただし同事業は休眠中）により構成されておりま

す。当連結会計年度の同グループの売上高は－百万円（前期は売上高０百万

円）、営業損失は２百万円（前期は営業損失２百万円）となりました。

－ 4 －



2023/04/28 8:27:06 / 22944873_株式会社ワイズテーブルコーポレーション_招集通知_電子提供措置用

資金調達の状況、設備投資等の状況、事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況、対処すべき課題

(2) 資金調達の状況

当連結会計年度において、当社グループの所要資金として、新株の発行により

474百万円の調達を行いました。

(3) 設備投資等の状況

当連結会計年度に実施した当社グループの設備投資は、既存店舗に係る設備

（無形固定資産含む。）等の取得によるもので、総額204百万円です。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題

2024年２月期について、新型コロナウイルス感染症が当社の事業に与える影響

は概ね解消されたものと見込んでおりますが、一方で、新たな課題も発生してお

ります。また、コロナ禍の影響により生じた事業環境の変化の中には不可逆なも

のもあると考えられ、コロナ禍以前の状態に戻ることはないと考えております。

このような認識のもと、当社は以下の各施策に取り組み、事業環境の変化に対応

してまいります。

（ⅰ）人手不足への対応

外食産業全体において人手不足が課題となっておりますが、当社におきま

しても、売上高が回復するにつれて人手不足の状況が深刻さを増しておりま

す。

2024年２月期は、給与制度の一部見直しや福利厚生制度の新設等、従業員

の待遇改善を行い、定着率向上と新規採用の強化を図ります。また、店舗業

務の見直し等により、従業員の負荷軽減に取り組んでまいります。
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資金調達の状況、設備投資等の状況、事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況、対処すべき課題

（ⅱ）コスト高騰への対応

国際情勢の不安定化や為替の影響等により、物価の上昇が進んでおりま

す。特に、食材価格及び電気料金の上昇が著しく、店舗業績への負担となっ

ております。

まず、食材価格の上昇につきましては、メニューや使用食材を継続的に見

直し、価格上昇の影響を回避する努力を続けてまいります。同時に、お客様

に提供する付加価値の向上に留意した、お客様にご理解いただける形での価

格の引き上げも検討してまいります。

次に、電気料金をはじめとする店舗運営コストの上昇につきましては、老

朽化した設備の更新による省エネルギー化等、コスト上昇の影響を軽減する

努力を進めるとともに、引き続き生産性の改善の取り組み、より高い店舗運

営コストを吸収できる事業構造の構築に努めてまいります。

（ⅲ）事業環境の変化への対応

コロナ禍の影響を受ける中で、消費者の行動様式は変化してまいりました

が、一部の変化については、一過性のものではなく、定着していくことが考

えられます。当社の事業への影響という観点でみますと、テレワーク等の広

がりにより都心の昼間人口が減少したことや、歓送迎会や忘年会といった、

法人における大人数での会食の需要が減少したこと、一方で特に高級業態を

中心に個人需要が高まったこと等は、今後も大きく変わらない流れであると

考えております。

当社は2022年２月期、2023年２月期を通じ、お客様に提供する付加価値の

向上を通じた客単価の引き上げと、顧客満足度の維持、向上に取り組んでま

いりました。特に高級業態であるXEXグループの店舗においてはこの取り組み

が奏功し、コロナ禍以前の水準まで客数が戻らない中でも売上を回復させる

ことができました。2024年２月期も、高付加価値化の方針を継続いたします

が、各店舗が置かれた事業環境の現状を踏まえた、メリハリのきいた対応を

行うことをより重視してまいります。
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財産及び損益の状況の推移

区　　分
第21期 第22期 第23期

第24期
(当連結会計年度)

2020年２月期 2021年２月期 2022年２月期 2023年２月期

売上高 千円 13,732,854 8,288,964 8,148,577 9,780,719

営業利益（損失△） 千円 131,157 △1,905,329 △1,446,347 △378,837

経常利益（損失△） 千円 232,017 △1,384,148 303,268 147,284

親会社株主に帰属する
当期純利益（損失△）

千円 48,184 △1,502,134 314,523 △72,404

１株当たり当期純利益
（損失△）

円 18.11 △564.56 106.11 △23.77

総資産 千円 4,815,260 4,365,125 4,905,015 5,020,791

純資産 千円 523,515 △978,681 △94,273 303,632

(9) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

（注）1. １株当たり当期純利益(損失△）は、期中平均発行済株式数により算出しております。
2. 第21期の状況につきましては、XEXグループ及びカジュアルレストラングループの既存店

が堅調に推移したことに加えて、管理部門等のコスト削減効果が現れてきたことから、売
上高は13,732百万円（前期比0.3％減少）、営業利益は131百万円（前期は営業損失126百
万円）、経常利益は232百万円（前期は経常利益16百万円）となりました。また減損損失
50百万円、法人税等調整額44百万円の計上等により、当連結会計年度の親会社株主に帰属
する当期純利益は48百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失666百万円）となり
ました。

3. 第22期の状況につきましては、XEXグループ及びカジュアルレストラングループともに、
新型コロナウイルス感染症の影響により、休業や営業時間短縮及び酒類の提供制限を余儀
なくされた結果、売上高は大きく落ち込みました。売上高は8,288百万円（前期比39.6％
減少）、営業損失は1,905百万円（前期は営業利益131百万円）となりました。また、営業
外収益として助成金収入443百万円を計上したこと等により、経常損失は1,384百万円（前
期は経常利益232百万円）となりました。特別損失として減損損失155百万円を計上したこ
と等により、親会社株主に帰属する当期純損失は1,502百万円（前期は親会社株主に帰属
する当期純利益48百万円）となりました。

4. 第23期の状況につきましては、XEXグループ、カジュアルレストラングループともに営業
時間短縮や酒類の提供制限、法人・団体需要の落ち込み等によりイートイン業態の売上は
大幅に減少いたしました。デリバリー業態は需要がイートイン業態と反比例して推移し、
イートイン売上が落ち込む時期に売上高を支えました。本社コストをはじめとする全面的
なコスト削減が進んだこと、客単価の引き上げにより収益性が改善したこと等により損失
幅は縮小しました。売上高は8,148百万円（前期比1.7％減少）、営業損失は1,446百万円
（前期は営業損失1,905百万円）となりました。また、営業外収益として助成金収入1,616
百万円を計上したこと等により、経常利益は303百万円（前期は経常損失1,384百万円）と
なりました。特別損失として減損損失102百万円を計上したこと、法人税等調整額△88百
万円を計上したこと等により、親会社株主に帰属する当期純利益は314百万円（前期は親
会社株主に帰属する当期純損失1,502百万円）となりました。

5. 第24期の状況につきましては、「（１）事業の経過及びその成果」に記載の通りです。
6. 当連結会計年度より「収益認識に係る会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31

日）等を適用しております。当連結会計年度に係る数値については、当該会計基準等を適
用した後の数値となっております。

－ 7 －
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財産及び損益の状況の推移

区　　分
第21期 第22期 第23期

第24期
(当事業年度)

2020年２月期 2021年２月期 2022年２月期 2023年２月期

売上高 千円 13,718,004 8,278,428 8,148,577 9,780,719

営業利益（損失△） 千円 165,199 △1,896,166 △1,440,994 △378,761

経常利益（損失△） 千円 264,042 △1,352,365 276,163 89,529

当期純利益（損失△） 千円 84,547 △1,375,765 287,418 △130,159

１株当たり当期純利益
（損失△）

円 31.78 △517.07 96.97 △42.73

総資産 千円 5,134,784 4,435,303 4,948,277 5,006,298

純資産 千円 467,514 △908,313 △51,011 289,140

② 当社の財産及び損益の状況の推移

（注）1. １株当たり当期純利益（損失△）は、期中平均発行済株式数により算出しております。
2. 第21期の状況につきましては、XEXグループにおいては、既存店の閉店による売上の剥落

があったものの新業態店舗による売上への寄与もあり、好調に推移しました。カジュアル
レストラングループにつきましても、既存店の閉店による売上の減少はあったものの一方
で新店のオープンもあり、売上は概ね堅調に推移しました。加えて本部コストの削減効果
も加わり、営業利益、経常利益ともは前期比において大幅に改善いたしました。

3. 第22期の状況につきましては、XEXグループにおいては、店舗の休業や営業時間短縮、イ
ンバウンド顧客の減少、パーティ及び団体客の大幅な減少により、売上高が大幅に減少い
たしました。カジュアルレストラングループにつきましても、イートイン業態は、XEXグ
ループと同様に大幅に売上高が減少いたしましたが、デリバリー業態は、需要の高まりに
より注文件数が大幅に増加し、イートイン業態の営業再開後も堅調に推移して、店舗の収
益を下支えしました。

4. 第23期の状況につきましては、XEXグループ、カジュアルレストラングループともに営業
時間短縮や酒類の提供制限、法人・団体需要の落ち込み等によりイートイン業態の売上は
大幅に減少いたしました。デリバリー業態は需要がイートイン業態と反比例して推移し、
イートイン売上が落ち込む時期に売上高を支えました。本社コストをはじめとする全面的
なコスト削減が進んだこと、客単価の引き上げにより収益性が改善したこと等により損失
幅は縮小しました。

5. 第24期の状況につきましては、前期に引き続き、提供する付加価値を向上させ客単価を引
き上げる取り組みを進めました。第２四半期において新型コロナウイルス感染症の感染拡
大の影響で売上高が落ち込んだものの、その後新規感染者数が減少し、また2022年10月に
入国制限が概ね解除されて外国人旅行者の入国が増加したこと等により売上高は徐々に回
復し、通期の営業損失の幅は前期比で縮小いたしました。前期に比べ助成金収入が減少し
たこと等により経常利益は減少し、また、減損損失の計上等により当期純損失を計上しま
した。

6. 当事業年度より「収益認識に係る会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等
を適用しております。当事業年度に係る数値については、当該会計基準等を適用した後の
数値となっております。

－ 8 －
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重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所

会 社 名 資　本　金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社パートナーワイズ 22百万円  40％
人材派遣事業及び
有料職業紹介事業

(10) 重要な親会社及び子会社の状況

① 重要な親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）株式会社パートナーワイズにつきましては、支配力基準により連結子会社としております。

区　　　分 事業内容

XEXグループ
複合高級レストラン「XEX」をはじめとする飲食店の企画・
開発・運営

カジュアルレストラングループ
カジュアルイタリアンレストラン「PIZZA SALVATORE 
CUOMO」をはじめとする飲食店の企画・開発・運営

その他の事業 人材派遣事業及び有料職業紹介事業等

(11) 主要な事業内容（2023年２月28日現在）

各種飲食店の企画・開発・運営

当社グループの事業は、「XEXグループ」、「カジュアルレストラングルー

プ」、「その他の事業」に分類され、各事業の内容は以下の通りです。

会 社 名 所 在 地

株式会社ワイズテーブルコーポレーション

本社 東京都港区

店舗

東京都千代田区、中央区、港区、新宿区、江
東区、品川区、大田区、台東区、世田谷区、
渋谷区、豊島区、足立区、調布市、武蔵野
市、立川市、町田市、神奈川県横浜市、川崎
市、海老名市、千葉県浦安市、柏市、千葉
市、埼玉県さいたま市、北海道札幌市、宮城
県仙台市、愛知県名古屋市、刈谷市、大阪府
大阪市、豊中市、兵庫県神戸市、京都府京都
市、広島県福山市、広島市、愛媛県松山市、
富山県小矢部市、福岡県福岡市、北九州市、
沖縄県国頭郡、フィリピン共和国マニラ市
（計：直営店48店舗、FC店30店舗）

株式会社パートナーワイズ 本社 東京都港区

(12) 主要な営業所（2023年２月28日現在）

－ 9 －
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従業員の状況、主要な借入先の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

XEXグループ 206名〔66名〕 14名減〔26名増〕

カジュアルレストラングループ 297名〔220名〕 31名減〔14名増〕

その他の事業 0名〔0名〕 0名〔0名〕

全社（共通） 28名〔10名〕 1名増〔0名〕

合計 531名〔296名〕 44名減〔40名増〕

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

531名〔296名〕 44名減〔40名増〕 35.3歳 6.0年

(13) 従業員の状況（2023年２月28日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間平均雇用人員（１日８時間換算）を
〔　〕外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間平均雇用人員（１日８時間換算）を
〔　〕外数で記載しております。

借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社みずほ銀行 921,306千円

株式会社日本政策金融公庫 700,000千円

株式会社商工組合中央金庫 474,427千円

株式会社三菱UFJ銀行 209,126千円

株式会社りそな銀行 34,644千円

株式会社きらぼし銀行 33,232千円

株式会社第四北越銀行 23,091千円

(14) 主要な借入先の状況（2023年２月28日現在）

－ 10 －
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その他企業集団の現況に関する重要な事項、会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

（継続企業の前提）

　新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大に伴う日本政府による入国制限

やまん延防止等重点措置、自治体からの自粛要請等は、訪日客及び国内外食需要

に重要な影響を与えてまいりました。

　当社グループにおきましては、2022年７月から９月にかけての期間は、いわゆ

る第７波による感染再拡大の影響を受け売上高が落ち込みました。当連結会計年

度下期において、新規感染者数の減少や、新型コロナウイルス感染症に対する対

処方針の見直しの議論の進捗とともに消費者の外食に対するマインドが改善した

こと、また、10月に入国制限が概ね解除されてインバウンド需要に回復が見られ

たことにより、売上高は回復してまいりましたが、当連結会計年度通期では、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大前である2019年の水準に比して著しく減少し

たことにより、継続して重要な営業損失を計上しております。

　消費者及び訪日客の外食に対する需要や行動は、コロナ禍を経て変化している

可能性もあり、今後の事業環境はまだ不透明であると考えられ、当社グループを

取り巻く環境は引き続き見通しの立てにくい状況が続くものと考えられることか

ら、営業債務の支払い及び借入金の返済等の資金繰りに懸念が生じており、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　このような事象又は状況を解消するために、当社グループは引き続き、提供す

る付加価値を向上させて客単価を引き上げて売上高の確保と収益性の向上を図る

とともに、人手不足やコスト高騰といった目下の課題への対策を実施し、事業環

境の変化に対応するための経営基盤を強化してまいります。

　しかしながら、コロナ禍を経て消費者及び訪日客の外食に対する需要や行動に

生じた変化が当社グループの想定とは異なっており、上記の施策により十分な効

果を得ることができないという可能性も考えられること、当社グループの財務体

質はいまだ強固ではないこと、金融機関と締結した借入契約の一部については、

今後の継続支援を前提とするものの一旦は契約上の返済期限が短期になっている

ことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識してお

ります。

　なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に

関する重要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。

－ 11 －
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その他企業集団の現況に関する重要な事項、会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(1) 発行可能株式総数 7,056,000株

(2) 発行済株式の総数 3,298,400株

(3) 株主数 13,415名

株 主 名 持株数 持株比率

株 ％

金 　 山 　 精 三 郎 1,382,600 41.92

ア サ ヒ ビ ー ル 株 式 会 社 60,700 1.84

船 曵 睦 雄 60,700 1.84

森 ビ ル 株 式 会 社 60,000 1.81

株 式 会 社 Ｙ Ｏ Ｕ Ｄ Ｅ Ａ Ｌ 57,600 1.74

渡 辺 雅 之 47,500 1.44

特定有価証券信託受託者　株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 37,500 1.13

株 式 会 社 饒 田 30,300 0.91

株 式 会 社 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ホ ー ル デ ィ ン グ ス 28,800 0.87

J . P .  M O R G A N  S E C U R I T I E S  P L C 21,500 0.65

2. 会社の株式に関する事項（2023年２月28日現在）

(4) 大株主の状況

（注）持株比率は自己株式（236株）を控除して計算しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が有する新株予約権等のうち、職務執行の対価として交付されたもの

に関する事項

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に使用人等に対して職務執行の対価として交付した新株予約権等

に関する事項

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 12 －
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役
　会　　長

金 　 山 　 精 三 郎 株式会社パートナーワイズ 代表取締役社長（当社子会社）

代表取締役
　社　　長

船 曵 睦 雄 全体統括

専務取締役 贄 田 賢 英 サルヴァトーレ事業

専務取締役 稲 塚 晃 裕
XEX関東地区
株式会社ICONIC LOCATIONS JAPAN 代表取締役（当社関係会社）

取 締 役 芝 家 朋 之 関西東海地区

取 締 役 武 本 尚 子 管理部門

取 締 役 林 　 　 　 哲 治 郎
inQs株式会社 取締役
イノベーション・エンジン株式会社 社外取締役
公益財団法人さわかみオペラ芸術振興財団 評議員

取 締 役 庄 司 　 靖 株式会社マイナビブリッジ 代表取締役

取 締 役 三 木 裕 介 株式会社フードワークス 社外取締役

常勤監査役 後 藤 充 宏
あおば公認会計士事務所 公認会計士
燦キャピタルマネージメント株式会社 社外監査役

監 査 役 髙 江 　 満 髙江・阿部法律事務所 弁護士

監 査 役 大 　 川 　 惠 之 輔 －

4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況（2023年２月28日現在）

（注）1. 取締役林哲治郎氏、取締役庄司靖氏及び取締役三木裕介氏は、社外取締役です。
2. 監査役後藤充宏氏及び監査役髙江満氏は、社外監査役です。
3. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届出ております。
4. 監査役後藤充宏氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。
5. 常務取締役根守通雄氏は、2022年８月31日付で常務取締役を辞任しております。

（責任限定契約の内容の概要)

当社は、社外取締役及び社外監査役として有用な人材を迎えることができるよう、また社外

取締役及び社外監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、定款において、社外取締役

及び社外監査役との間で当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨を

定めております。社外取締役及び社外監査役の全員と当社との間で当該責任限定契約を締結し

ております。

責任限定契約の内容の概要は以下の通りです。

・社外取締役及び社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、

会社法第425条第１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負います。

・責任限定が認められるのは、社外取締役又は社外監査役がその責任の原因となった職務の遂

行について善意かつ重大な過失がないときに限るものとします。
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会社役員に関する事項

区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取 締 役

（うち社外取締役）

159

（15）

159

（15）

－

（－）

－

（－）

11

（3）

監 査 役

（うち社外監査役）

13

（9）

13

（9）

－

（－）

－

（－）

3

（2）

合 計

（うち社外役員）

172

（24）

172

（24）

－

（－）

－

（－）

14

（5）

（役員等賠償責任保険契約の内容の概要等)

当社は、保険会社との間で、当社及び「１.（10）②重要な子会社の状況」に記載の当社の

子会社の取締役、監査役及び執行役員（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者

とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険

料は全額当社が負担しております。

当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該

責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険

会社が填補するものであり、１年毎に契約更新しております。

なお、当該保険契約では、被保険者が違法に利益又は便宜を得た場合、犯罪行為、不正行

為、詐欺行為又は法令等に違反することを認識しながら行った行為の場合、及び当社が当該被

保険者に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の免責事項としており、被保険者の職

務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。

次回更新時には同内容での更新を予定しております。

(2) 取締役及び監査役の報酬等

① 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、2002年５月31日開催の第３期定時株主総会において月額20,000千円

以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、５名です。

また、金銭報酬とは別枠で、2013年５月30日開催の第14期定時株主総会において、ストック・

オプション報酬額として年額30,000千円以内（うち、社外取締役年額500千円以内）と決議して

おります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、８名（うち、社外取締役は１名）です。

監査役の金銭報酬の額は、2002年５月31日開催の第３期定時株主総会において月額3,000千円

以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、１名です。

③ 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

取締役会は、代表取締役会長金山精三郎及び代表取締役社長船曵睦雄に対し、各取締役の金銭

報酬の額の決定を委任しております。委任した理由は、当社の経営状況及び各取締役の評価等を

勘案して金銭報酬の額を決定するには代表取締役会長及び代表取締役社長が適していると判断し

－ 14 －
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会社役員に関する事項

区分 氏　　名 兼職先及び兼職内容 当社との関係

社 外 取 締 役

林　哲治郎

inQs株式会社 取締役

イノベーション・エンジン株式会社 社外取締役

公益財団法人さわかみオペラ芸術振興
財団 評議員

特別の関係はありません。

庄 司 　 靖 株式会社マイナビブリッジ 代表取締役 特別の関係はありません。

三木　裕介 株式会社フードワークス 社外取締役 特別の関係はありません。

社 外 監 査 役
後 藤 充 宏

あおば公認会計士事務所 公認会計士
燦キャピタルマネージメント株式会社 
社外監査役

特別の関係はありません。

髙 江 　 満 髙江・阿部法律事務所 弁護士 特別の関係はありません。

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役   林　哲治郎

当事業年度に開催された取締役会25回のすべてに出席いたしました。
これまでの企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、主
に経営の監督と経営全般について客観的かつ中立的な助言を行うな
ど、社外取締役に求められる役割・責務を十分に果たしております。

社外取締役   庄司　　靖

当事業年度に開催された取締役会25回のすべてに出席いたしました。
企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、主に経営の監
督と経営全般について客観的かつ中立的な助言を行うなど、社外取締
役に求められる役割・責務を十分に果たしております。

社外取締役   三木　裕介

当事業年度に開催された取締役会25回のすべてに出席いたしました。
外食事業の仕入れ及び物流に係る豊富な経験と知見に基づき、特に当
社の仕入れ及び物流の改善について、専門的かつ客観的・中立的な助
言を行うなど、社外取締役に求められる役割・責務を十分に果たして
おります。

社外監査役   後藤　充宏
当事業年度に開催された取締役会25回のすべてに出席し、また、開催
された監査役会13回のすべてに出席し、公認会計士としての専門的見
地から適宜必要な発言を行っております。

社外監査役   髙江　　満
当事業年度に開催された取締役会25回のすべてに出席し、また、開催
された監査役会13回のすべてに出席し、弁護士としての専門的見地か
ら適宜必要な発言を行っております。

たためです。代表取締役会長及び代表取締役社長は、当該決定を行うに当たり、社外取締役の助

言を得ております。

(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職の状況及び当社と兼職先との関係

② 社外役員の活動状況

－ 15 －
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会計監査人の状況

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38,960千円

② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他

財産上の利益の合計額 38,960千円

5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に
基づく監査の監査報酬等の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引
法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

　　2.当社監査役会は、過年度の監査計画と実績の状況を確認するとともに、監査時間及び
監査報酬の推移を確認し、当該事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検
討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行いまし
た。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意によって会計監査人を解任いたします。

また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合、その他

必要と判断される場合には、監査役会は株主総会に提出する会計監査人の解任又

は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

－ 16 －
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会社の体制及び方針

6. 会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

１）取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、誠実かつ倫理的な事業活動を

行うための指針として、「企業行動規範」及び「コンプライアンス基本方

針」を定め、取締役及び従業員に徹底するものとする。

２）代表取締役社長は、取締役をコンプライアンス全体に関する統括責任者と

して任命し、コンプライアンス委員会を設置する。取締役を委員長、各部門

長及び内部監査部門担当者を委員会のメンバーとし、法令及び定款遵守の周

知・徹底と実行を図る体制を構築する。

３）コンプライアンス委員会は、取締役及び使用人に対し、コンプライアンス

教育研修を定期的に実施し、コンプライアンスを尊重する意識を高めるもの

とする。

４）内部監査部門は、コンプライアンス関係部門等と連携し、法令違反の未然

防止に努め、活動状況をコンプライアンス委員会に報告する。

５）監査役は、コンプライアンス体制に対する問題の有無を調査し、取締役会

に報告する。また、取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、

問題点の把握と改善に努める。

６）役員及び使用人が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制

として内部通報制度を設けるとともに、顧問弁護士から適時に指導及び助言

を受ける体制を構築する。

７）万一コンプライアンスに違反する事態が発生した場合には、就業規則等に

則り、厳格に対処する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報・文書（以下、職務執行情報という。）の取

扱いは、当社「情報・文書管理規程」をはじめとする諸規程及びそれに関する

各種管理マニュアルに定める。職務執行情報はこれら諸規程・マニュアルに従

い、文書又は電磁的媒体に保存し管理（廃棄を含む。）するものとする。必要

に応じて運用状況の検証、各規程類の見直し等を行う。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

品質管理、安全管理、コンプライアンス等の各部門の所管業務に付随するリ

スクについては、各所管部門にて規程・業務標準・マニュアル等を作成し、そ

れらの周知・徹底を図るものとし、新たに発生したリスクについては、臨時取

締役会を速やかに開催し対応するとともに、代表取締役が担当部署を定める。

－ 17 －
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会社の体制及び方針

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）定時取締役会を毎月１回開催し、取締役会において業務執行状況の報告､

重要事項に関する経営上の意思決定及び業務執行の監督を行う。緊急性があ

る場合には、臨時取締役会を開催する。

２）取締役会規程により定められている事項及びその付議基準に該当する事項

についてはすべて取締役会に付議することを遵守し、その際には経営判断の

原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に配付される体制をと

るものとする。

３）各事業部及び子会社において適正な年度計画及び年度目標値の設定を行

い、目標達成のために活動する。定時取締役会において、事業計画の進捗状

況・改善策が報告される。

４）毎月１回以上経営会議を開催する。経営会議では、取締役会で決議・決裁

する事項の事前協議や事後的なフォローを行い、取締役会の機能を補完す

る。

５）職務権限規程に基づき、業務組織、職務分掌を定め、責任者及びその職務

の範囲及び責任権限を定めるものとする。

⑤　株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

１）当社の子会社については、関係会社管理規程に基づき所管部門が管理を行

い、グループ企業全体の経営効率の向上を図るものとする。

２）子会社等のリスク情報の有無を監査するため、内部監査部門を中心とし

た、定期的な監査を実施する体制を構築する。監査の結果、子会社に損失の

危険の発生を把握した場合には、直ちに取締役、監査役、その他担当部署に

報告される体制を構築する。

３）子会社は業務執行状況及び財務状況等について、定期的に当社へ報告する

ものとする。

⑥　監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役は監査業務に必要な事項を内部監査部門その他関連部署に依頼するこ

とができるものとする。監査役を補助する使用人は、その依頼に関して取締役

及び上位職位の指揮命令は受けないものとするとともに、当該使用人の人事異

動に関しては、監査役の同意を必要とするものとする。

－ 18 －
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会社の体制及び方針

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制

取締役及び使用人は、以下の事項について監査役に報告する義務を負うほ

か、監査役会規程、監査役監査規程の定めるところに従い、各監査役の要請に

応じて必要な報告及び情報提供を行うこととする。

・経営会議の決議事項、報告事項

・コンプライアンス委員会の討議事項

・当社及びグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

・取締役及び使用人の法令・定款違反行為又はこれらの行為を行うおそれのあ

る事実

・内部監査部門による内部監査の結果

・社内稟議書

⑧　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

監査役に前号の報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役、監査役等及び使用人に周知

徹底する。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する

事項

監査役がその職務の執行について生ずる合理的な費用の支払いを求めたとき

は、すみやかに当該費用又は債務を処理する。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）取締役の業務執行の監査に当たっては、何ら制約を受けることなく自由な

監査を行い、取締役に対して素直に意見を述べることができるよう、代表取

締役社長の理解と協力のもと両者の意見交換が積極的に行われるよう監査役

監査の実効性確保に努める。

２）監査役は監査役監査の実効性を確保するため、監査体制の整備等について

の要請を行うことができる。

－ 19 －
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会社の体制及び方針

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

取締役の職務執行については、取締役会が法令、定款及び各種規定に則って、

自ら率先して行動し、コンプライアンスやリスク管理に対応しております。

監査役は、取締役会や経営会議などの重要な会議への出席を通じて、また会計

監査人や内部監査部門との情報交換を通じ発言をする機会を設け、当社の業務の

適正を確保するための体制を確認しております。

財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を決定し、当該財

務報告に係るプロセスにおける内部統制の有効性評価を行っております。

子会社の内部統制の整備状況は、親会社である当社の内部監査部門が確認する

とともに、当社の会計監査人及び内部監査部門が定期的に監査を行い、改善に努

めております。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（2023年２月28日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【資 産 の 部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

一年内返済予定の関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（有 形 固 定 資 産）

建 物 及 び 構 築 物

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

（無 形 固 定 資 産）

そ の 他

（投 資 そ の 他 の 資 産)

投 資 有 価 証 券

関係会社長期貸付金

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

3,053,389

2,041,056

546,777

136,166

160,000

169,444

△54

1,967,401

849,421

652,908

102,824

75,347

1,279

17,061

6,295

6,295

1,111,685

65,073

378,101

568,643

131,147

8,719

△40,000
　

【負 債 の 部】

流 動 負 債 2,459,176

買 掛 金 402,881

短 期 借 入 金 721,399

一年内返済予定の長期借入金 299,650

未 払 金 549,998

未 払 法 人 税 等 6,746

リ ー ス 債 務 33,586

未 払 消 費 税 等 160,908

預 り 金 126,806

契 約 負 債 51,361

株 主 優 待 引 当 金 57,525

そ の 他 48,313

固 定 負 債 2,257,981

長 期 借 入 金 1,374,777

資 産 除 去 債 務 804,777

リ ー ス 債 務 20,048

そ の 他 58,378

負 債 合 計 4,717,158

【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 303,436

(資 本 金） 50,000

（資 本 剰 余 金） 375,831

（利 益 剰 余 金） △121,839

（自 己 株 式） △556

その他の包括利益累計額 196

（その他有価証券評価差額金) 196

純 資 産 合 計 303,632

資 産 合 計 5,020,791 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,020,791

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2022年３月１日から2023年２月28日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,780,719

売 上 原 価 8,252,338

売 上 総 利 益 1,528,380

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,907,218

営 業 損 失 △378,837

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8,090

助 成 金 収 入 388,264

協 賛 金 収 入 72,892

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 57,754

そ の 他 46,279 573,281

営 業 外 費 用

支 払 利 息 28,301

株 式 交 付 費 6,083

賃 貸 借 契 約 解 約 違 約 金 6,042

そ の 他 6,732 47,159

経 常 利 益 147,284

特 別 損 失

減 損 損 失 255,755 255,755

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △108,470

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,746

法 人 税 等 調 整 額 △42,812 △36,065

当 期 純 損 失 △72,404

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △72,404

　連 結 損 益 計 算 書

－ 22 －



2023/04/28 8:27:06 / 22944873_株式会社ワイズテーブルコーポレーション_招集通知_電子提供措置用

連結株主資本等変動計算書

(2022年３月１日から2023年２月28日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 50,000 1,970 △145,819 △556 △94,405

会計方針の変更による累
積 的 影 響 額

△4,201 △4,201

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高

50,000 1,970 △150,021 △556 △98,607

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 237,224 237,224 474,448

減 資 △237,224 237,224 -

欠 損 填 補 △100,587 100,587 -

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△72,404 △72,404

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - 373,861 28,182 - 402,043

当 期 末 残 高 50,000 375,831 △121,839 △556 303,436

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券評価差額金
その他の包括利益累計額

合計

当 期 首 残 高 131 131 △94,273

会計方針の変更による累
積 的 影 響 額

△4,201

会計方針の変更を反映し
た 当 期 首 残 高

131 131 △98,475

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 474,448

減 資 -

欠 損 填 補 -

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△72,404

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

64 64 64

当 期 変 動 額 合 計 64 64 402,108

当 期 末 残 高 196 196 303,632

連結株主資本等変動計算書
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貸借対照表

（2023年２月28日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【資 産 の 部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

未 収 入 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

立 替 金

一年内返済予定の関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

（有 形 固 定 資 産）

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

（無 形 固 定 資 産）

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

（投 資 そ の 他 の 資 産)

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

3,054,800

2,039,238

546,777

12,955

136,166

91,683

31,619

160,000

36,415

△54

1,951,498

849,421

652,908

1,565

102,824

75,347

1,279

15,496

6,295

2,486

1,319

2,489

1,095,781

580

50,000

444,101

5,044

568,643

131,147

3,675

△107,411
　

【負 債 の 部】

流 動 負 債 2,459,176

買 掛 金 402,881

短 期 借 入 金 721,399

一年内返済予定の長期借入金 299,650

リ ー ス 債 務 33,586

未 払 金 549,998

未 払 費 用 58

未 払 法 人 税 等 6,746

未 払 消 費 税 等 160,908

前 受 金 2,696

預 り 金 126,806

前 受 収 益 25,271

契 約 負 債 51,361

株 主 優 待 引 当 金 57,525

そ の 他 20,286

固 定 負 債 2,257,981

長 期 借 入 金 1,374,777

長 期 預 り 保 証 金 48,479

リ ー ス 債 務 20,048

資 産 除 去 債 務 804,777

そ の 他 9,898

負 債 合 計 4,717,158

【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 288,944

（資 本 金） 50,000

（資 本 剰 余 金） 373,861

そ の 他 資 本 剰 余 金 373,861

（利 益 剰 余 金） △134,361

そ の 他 利 益 剰 余 金 △134,361

繰 越 利 益 剰 余 金 △134,361

（自 己 株 式） △556

評価・換算差額等 196

（その他有価証券評価差額金) 196

純 資 産 合 計 289,140

資 産 合 計 5,006,298 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,006,298

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2022年３月1日から2023年２月28日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,780,719

売 上 原 価 8,252,338

売 上 総 利 益 1,528,380

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,907,141

営 業 損 失 △378,761

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,080

助 成 金 収 入 388,264

協 賛 金 収 入 72,892

そ の 他 46,027 516,264

営 業 外 費 用

支 払 利 息 28,301

株 式 交 付 費 6,083

賃 貸 借 契 約 解 約 違 約 金 6,042

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,160

そ の 他 6,386 47,973

経 常 利 益 89,529

特 別 損 失

減 損 損 失 255,755 255,755

税 引 前 当 期 純 損 失 △166,225

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,746

法 人 税 等 調 整 額 △42,812 △36,065

当 期 純 損 失 △130,159

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

（2022年３月1日から2023年２月28日まで）
（単位：千円）

株　　主　　資　　本

資本金

資 本 剰 余 金 利　益　剰　余　金

資　本
準備金

その他資本
剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益
剰　余　金 利　益

剰余金
合　計

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 50,000 － － － △100,587 △100,587

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△4,201 △4,201

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

50,000 － － － △104,788 △104,788

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 237,224 237,224 237,224 －

減 資 △237,224 237,224 237,224 －

資本準備金の取崩 △237,224 237,224 － －

欠 損 填 補 △100,587 △100,587 100,587 100,587

当 期 純 損 失 △130,159 △130,159

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 373,861 373,861 △29,572 △29,572

当 期 末 残 高 50,000 － 373,861 373,861 △134,361 △134,361

株　主　資　本 評価・換算差額等
純資産
合　計

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差 額 等
合 　 計

当 期 首 残 高 △556 △51,143 131 131 △51,011

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

△4,201 △4,201

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

△556 △55,345 131 131 △55,213

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 474,448 474,448

減 資 － －

資本準備金の取崩 － －

欠 損 填 補 － －

当 期 純 損 失 △130,159 △130,159

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

64 64 64

当 期 変 動 額 合 計 － 344,289 64 64 344,353

当 期 末 残 高 △556 288,944 196 196 289,140

株主資本等変動計算書
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連結会計監査報告

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 博 貴

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 島 藤 章 太 郎

独立監査人の監査報告書

２０２３年４月２５日
株式会社ワイズテーブルコーポレーション

取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

　
監査意見

  当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ワイズテーブルコーポレー

ションの２０２２年３月１日から２０２３年２月２８日までの連結会計年度の連結計算書類、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について

監査を行った。

  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ワイズテーブルコーポレーション及び連結子会社からなる企業集団

の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

監査意見の根拠

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結

子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性

  継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、売上高の著しい減少により継続して重

要な営業損失を計上している。会社グループには営業債務の支払い及び借入金の返済等の資金繰

りに懸念が生じている状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当

該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載

されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性

の影響は連結計算書類に反映されていない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結会計監査報告

  当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容

  その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告

プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

  当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

  連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要

な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重

要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

  当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。

  その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

  連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が

ある。

  監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立

の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により

発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え

ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。

さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・  連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

－ 28 －
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　が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部統制を検討する。

・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計

上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・  経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に

関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま

でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・  連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構

成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。

・  連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分

かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施

に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過

程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ

ているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻

害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行

う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 鈴 木 博 貴

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 島 藤 章 太 郎

独立監査人の監査報告書

２０２３年４月２５日
株式会社ワイズテーブルコーポレーション

取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

　
監査意見

  当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ワイズテーブルコー

ポレーションの２０２２年３月１日から２０２３年２月２８日までの第２４期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属

明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

  当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性

  継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、売上高の著しい減少により継続して重

要な営業損失を計上している。会社には営業債務の支払い及び借入金の返済等の資金繰りに懸念

が生じている状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在

しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又

は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい

る。計算書類等は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は計

算書類等に反映されていない。

  当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告

－ 30 －
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その他の記載内容

  その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告

プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

  当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

  計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相

違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な

誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

  当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。

  その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

  計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。

  監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

  監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の

立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生

する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合

理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。

さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・  計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部統制を検討する。

－ 31 －
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・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計

上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・  経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関

して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又

は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除

外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・  計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及

び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価

する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過

程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ

ているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻

害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行

う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上

－ 32 －



2023/04/28 8:27:06 / 22944873_株式会社ワイズテーブルコーポレーション_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、2022年３月１日から2023年２月28日までの第24期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の

上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎

通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法

で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い

たしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意

思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集

団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100

条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10

月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に

応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果

(１) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムの構築及び運用等に関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人　EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果

会計監査人　EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

2023年４月26日

株式会社ワイズテーブルコーポレーション

　　 監査役会

常勤監査役
(社外監査役) 後 藤 充 宏 ㊞

社外監査役 髙 江 　 満 ㊞

監査役 大 川 　 惠 之 輔 ㊞
　

以　上
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株主総会参考書類

ふ り が な

氏 名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

株式の数

たか

高　
むら

村　　
やす

泰　
ひろ

弘

（1975年３月17日）

2003年６月

2005年８月

2014年５月

2018年11月

株式会社レインズインターナショナル入社

株式会社SALVATORE CUOMO JAPAN（現　当社）入社

当社執行役員

当社上席執行役員（現任）

（当社における地位及び担当）

店舗企画部門、FC事業部門

－株

株主総会参考書類
第１号議案 取締役１名選任の件

経営体制の強化を図るため、取締役を１名増員することとし、その選任をお

願いしたいと存じます。なお、本総会において選任された取締役の任期は、当

社定款の規定により他の在任取締役の任期の満了する時までとなります。

取締役候補者は、次の通りであります。

（注）１．高村泰弘氏は新任の取締役候補者です。

２．高村泰弘氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

３．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契

約を締結しており、当社取締役を含む被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又

は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約

によって填補することとしております（ただし、被保険者が違法に利益又は便宜を得た場

合、犯罪行為、不正行為、詐欺行為又は法令等に違反することを認識しながら行った行為

の場合、及び当社が当該被保険者に対して損害賠償責任を追及する場合を除く。）。高村

泰弘氏が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、

当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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候補者

番号

ふ り が な

氏 名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

株式の数

１

たか

髙　
え

江　　　
みつる

満

（1950年12月18日）

1988年４月

1991年９月

2014年５月

弁護士登録（第二東京弁護士会所属）

髙江・阿部法律事務所　共同代表パー

トナー（現任）

当社社外監査役（現任）

－株

２

※
かわ

河　
さき

﨑　　
たく

拓　
や

也

（1968年７月23日）

1992年４月

2003年７月

2015年12月

2022年４月

株式会社東海銀行（現　株式会社三菱

UFJ銀行）入行

株式会社フォン・ジャパン入社

富徳邦酷有限公司設立（台湾）　董事

総経理（現任）

株式会社フォン・ジャパン取締役（現任）

－株

第２号議案 監査役２名選任の件

監査役３名のうち後藤充宏氏及び髙江満氏の２氏が、本総会終結の時をもっ

て任期満了となります。つきましては、監査役２名の選任をお願いするもので

あります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次の通りであります。

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．各監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

３．髙江満氏及び河﨑拓也氏は、社外監査役候補者であります。

４．髙江満氏及び河﨑拓也氏を社外監査役候補者とした理由は以下の通りであります。

髙江満氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士としての専門的な知識と幅広い経験を

有しており、それらを当社の社外監査役として当社の監査に活かしていただきたいためで

あります。なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはあ

りませんが、弁護士として企業法務に精通しており、当社の社外監査役としてその職務を

適切に遂行できるものと判断しております。

河﨑拓也氏を社外監査役候補者とした理由は、海外における外食企業の設立及び経営経験

を含む、豊富なビジネス経験と幅広い見識を有しており、それらを当社の社外監査役とし

て当社の監査に活かしていただきたいためであります。

５．髙江満氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、同氏の監査役としての在任期間は、

本総会終結の時をもって９年となります。

６．当社は、髙江満氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、同氏の再任が承認された場

合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。また、河﨑拓也氏の選任が承認され

た場合は、同内容の責任限定契約を締結する予定であります。

７．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契
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約を締結しており、当社監査役を含む被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又

は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約

によって填補することとしております（ただし、被保険者が違法に利益又は便宜を得た場

合、犯罪行為、不正行為、詐欺行為又は法令等に違反することを認識しながら行った行為

の場合、及び当社が当該被保険者に対して損害賠償責任を追及する場合を除く。）。各候

補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当

該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

８．当社は、髙江満氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届

け出ており、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定でありま

す。また、河﨑拓也氏につきましても、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を

満たしており、同氏の選任が承認された場合には、独立役員として指定する予定でありま

す。

以　　上

－ 37 －
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地図

株主総会会場ご案内図
会場：東京都港区六本木六丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー　49階
アカデミーヒルズ　六本木フォーラム内　タワーホール

Ｂ

Ｂ

明治屋

六本木交差点へ

渋谷方面へ

大江戸線
六本木駅
３番出口へ

六本木ヒルズノースタワー
Ｂ１

メトロハット
(注１)

２Ｆ

２Ｆ

エレベーター
(注２)

六本木
アカデミーヒルズ口 テレビ朝日

麻布十番駅へ

ミュージアムコーン
(展望台入口)

六
本
木
通
り 地

下
通
路

首
都
高
速
３
号
渋
谷
線

テ
レ
ビ
朝
日
通
り

地
下
通
路

日
比
谷
線
六
本
木
駅

環状３号線

新宿

渋谷
恵比寿

麻布十番

大門

有楽町

明治屋

六本木交差点へ

渋谷方面へ

六本木ヒルズ
森タワー49Ｆ

アカデミーヒルズ
六本木フォーラム

大江戸線
六本木駅
３番出口へ

六本木ヒルズノースタワー
Ｂ１

メトロハット
(注１)

２Ｆ

２Ｆ

エレベーター
(注２)

六本木
アカデミーヒルズ口 テレビ朝日

麻布十番駅へ

ミュージアムコーン
(展望台入口)

六
本
木
通
り 地

下
通
路

首
都
高
速
３
号
渋
谷
線

テ
レ
ビ
朝
日
通
り

地
下
通
路

日
比
谷
線
六
本
木
駅

環状３号線

池袋
駒込

上野

新宿

渋谷
恵比寿

目黒

六本木
日比谷

麻布十番

大門
浜松町

有楽町

JR山手線

東京メトロ日比谷線

東京メトロ南北線

都営大江戸線

地上

地下

EXシアター
六本木前
EXシアター
六本木前

EXシアター
六本木前
EXシアター
六本木前

上図矢印の通りお進みください。
(注１) メトロハットは地下１階から２階までの直通エスカレーターによる六本木ヒルズ

専用出入口です。日比谷線六本木駅下車の場合は、こちらをご利用ください。
バス・大江戸線六本木駅下車の場合は、六本木ヒルズ内の階段・エスカレーター
にて、２階にお上がりください。

(注２) 六本木フォーラム（森タワー49階）への専用直通エレベーターです。
交通ご案内
＜地下鉄＞東京メトロ日比谷線／六本木駅（メトロハットへ直結）会場まで徒歩約15分

都営大江戸線／六本木駅（３番出口）会場まで徒歩約25分
＜バ　ス＞都営01系統バス／渋谷～六本木ヒルズ「EXシアター六本木前」下車

会場まで徒歩約10分
都営01系統バス／新橋～渋谷「EXシアター六本木前」下車
会場まで徒歩約15分

駐車場はご用意しておりませんので、お車でのご来場はご遠慮願います。
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